
知多市緊急財政改善プランの主な個別取組事項

(1) 歳入

ア　市有財産の有効活用 取組効果額　６億２，５５０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

1 市有財産の売却（旧看護師住宅） 財政課
厳しい財政状況を勘案し、取得当初の目的がなくなった
旧看護師住宅を売却します。

実施

2 市有財産の売却（公園用地）
財政課

緑と花の推進課
厳しい財政状況を勘案し、取得当初の目的での利用が見
込めない公園用地を売却します。

実施

3
市有財産の売却（寺本台、梅が丘グラ
ウンド）

財政課
生涯スポーツ課

厳しい財政状況を勘案し、取得当初の目的での利用が見
込めない寺本台、梅が丘グラウンドの売却に向けて検討
し、計画的に取組を進めます。

検討
実施

4 市有財産の貸付の拡大
財政課
関係各課

市有財産を有効活用するため、公共施設の目的外使用や
普通財産の土地又は建物を貸付けることにより、歳入確
保を図ります。

検討
実施

5
公共施設及び市主催事業へのネーミン
グライツの導入

関係各課
民間企業からパートナーを募集し、公共施設や市主催事
業にネーミングライツを導入します。

実施

市有財産の売却や未利用の普通財産の貸付け、行政財産の目的外使用等により収入の確保を図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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イ　受益者負担の適正化 取組効果額　２億６，２５０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

6 水道料金の改定 水道課
水道水の安定供給に向けて、老朽化した配水管や水道施
設の機能を適切に維持・更新しつつ、経営基盤を確立す
るため、水道料金を改定します。 実施

7 朝倉駅前ロータリー停車場の有料化 土木課
新しく整備する朝倉駅前ロータリーのバス・タクシー停
車場を有料化します。

検討 検討
実施

8 無料屋外運動施設の有料化
緑と花の推進課
生涯スポーツ課

受益者負担の適正化を図るため、つつじが丘公園野球
場、七曲公園多目的グラウンド等を有料化します。

検討 検討

実施

9 学校開放施設実費相当額の見直し 生涯スポーツ課
受益者負担の適正化を図るため、学校開放施設の利用料
について、令和４年度から光熱水費の実費相当に見直し
ます。

検討

実施

10 学校グラウンドの有料化 生涯スポーツ課
受益者負担の適正化を図るため、令和５年度から学校グ
ラウンドを有料化します。

検討 検討
実施

11 証明書等の手数料の見直し 関係各課
国の標準事務で定められていない証明書等の発行手数料
について、交付に係る経費をもとに手数料を見直しま
す。

検討 検討

実施

12 その他の使用料・手数料の見直し
財政課
関係各課

受益者負担の適正化を図るため、施設の運営管理及び事
務手続きに要する経費をもとに、使用料・手数料を見直
します。

検討

実施

行政コストの縮減を図りつつ、サービス提供に係る費用等を勘案し、使用料、手数料等の見直しを図るとともに、利用料金が無料の施設等に
あっては有料化に向けて取り組みます。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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ウ　その他の歳入確保策 取組効果額　１億５，６１０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

13
ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）
の拡充

総務課
ふるさと納税ポータルサイトを増設し、寄附受入の間口
を広げるとともに、返礼品の充実を図ることで、寄附の
拡大を図ります。 実施

14
固定資産税に係る太陽光発電設備の設
置状況の調査

税務課
経済産業省が公表している、再生可能エネルギー発電設
備の事業計画認定情報をもとに、太陽光発電設備の申告
漏れを防止し、税収の増加を図ります。 実施

15 自動販売機の公募入札
緑と花の推進課

生涯学習課

知多運動公園、旭公園、七曲公園、勤労文化会館に設置
している自動販売機を公募入札とし、歳入確保を図りま
す。 実施

16 消化ガスの有効利用 下水道課
浄化センターの汚泥処理で発生する消化ガスの場内利用
以外の余剰分を、ガス事業者に売却します。

実施

17 窓付き封筒やチラシ等への広告掲載 関係各課
新たに、市の各種事業で使用する窓付き封筒やチラシ等
の発行物に広告を掲載し、有料広告を拡大します。

実施

(2) 歳出

ア　新規事業及び拡大事業の抑制 取組効果額　―　円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

18 新規事業及び拡大事業の抑制
財政課

企画情報課

第６次総合計画実施計画の策定及び予算編成過程等の庁
内マネジメントシステムの中で、継続中の事業や将来の
発展につながる先行投資的事業、公共施設等の安全確保
のための改修事業など、事業を厳選して取り組みます。

実施

現下の厳しい財政状況を勘案し、継続性を持って取り組んでいる事業や施設等の安全性を確保する事業等を除き、新規事業の実施、既存事業の
拡大の抑制を図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況

持続可能な財政運営の基盤を構築するため、市税の増収策や新たな歳入確保策を検討し、実施します。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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イ　公債費の抑制 取組効果額　―　円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

19 公債費の抑制
財政課

企画情報課

普通建設事業の優先順位付けや基金の活用等により市債
発行額の抑制と有利な市債活用による公債費負担の軽減
を図ります。 実施

ウ　公共施設等総合管理計画等の推進 取組効果額　１億５，９３０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

20
老人福祉施設の統廃合（八幡、東部、
岡田福祉会館）

長寿課
八幡福祉会館、東部福祉会館、岡田福祉会館について、
施設の老朽化を踏まえ、老人福祉施設の統廃合に向けて
検討し、計画的に取組を進めます。

検討 検討

実施

21
老人福祉施設入浴設備の廃止（老人福
祉センター、東部福祉会館）

長寿課
老人福祉センター、東部福祉会館に設置している入浴設
備について、設備の老朽化に加え、利用者の減少や固定
化が進んでいることを踏まえ、廃止します。

実施

22 大興寺ポンプ場の廃止 水道課
周辺における配水管の整備や施設の老朽化の状況を踏ま
え、大興寺ポンプ場を令和３年度をもって廃止します。

検討
実施

23 海浜プール及び市営プールの廃止 生涯スポーツ課
健康増進施設の整備着手に伴い、海浜プールを廃止する
とともに、令和６年度からの運営開始にあわせて新田・
岡田プールを、令和５年度をもって廃止します。

実施

24 大知山グラウンドの廃止 生涯スポーツ課
西知多道路の建設に伴い、一部が事業用地となる大知山
グラウンドを令和３年度をもって廃止します。

検討
実施

公共施設等総合管理計画及び公共施設再配置計画に基づく老朽化した公共施設等の機能移転や統合・廃止に係るスケジュール等を見直し、公共
施設等の運営、維持管理に係る費用の縮減を図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況

持続可能な発展を踏まえた優先順位付けによる普通建設事業費の重点化と基金等の有効活用により、市債発行の適正化を図り、公債費を抑制し
ます。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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エ　民営化・委託化の推進 取組効果額　―　円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

25 東部幼稚園の民営化 幼児保育課

増加する０歳から２歳児までの保育ニーズへの対応と施
設の整備及び運営に国からの財政支援を活用するため、
「知多市保育所等再整備計画2020」に沿って、東部幼稚
園の民営化・認定こども園化を実施します。

検討 検討
実施

26
まちづくりセンターのコミュニティセ
ンター化

市民協働課
地域の活動拠点として、まちづくりセンターをコミュニ
ティが指定管理者となって管理・運営するコミュニティ
センターに移行し、地域活動の活性化を図ります。

検討 検討
実施

27
指定管理者制度の導入（老人福祉セン
ター）

長寿課
施設サービスの向上及び管理運営経費の削減を図るた
め、老人福祉センターの管理運営に令和５年度から指定
管理者制度を導入します。

検討 検討

実施

28 指定管理者制度の導入（青少年会館） 若者女性支援室
施設サービスの向上及び管理運営経費の削減を図るた
め、青少年会館の管理運営に令和４年度から指定管理者
制度を導入します。

検討

実施

29
指定管理者制度の導入（公園管理事務
所）

緑と花の推進課

施設サービスの向上及び管理運営経費の削減を図るた
め、公園管理事務所所管の知多運動公園、旭公園、七曲
公園、つつじが丘公園に令和５年度から利用料金制によ
る指定管理者制度を導入します。

検討 検討
実施

30
指定管理者制度の導入（市民体育館及
び屋外体育施設）

生涯スポーツ課
施設サービスの向上及び管理運営経費の削減を図るた
め、市民体育館及び屋外体育施設に令和５年度から利用
料金制による指定管理者制度を導入します。

検討 検討

実施

市が直営で管理運営する施設の民営化や指定管理者制度への切替え等を推進することにより、サービス内容の向上や費用の縮減を図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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オ　扶助費の支給基準等の見直し 取組効果額　１億９９０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

31 福祉手当の見直し 福祉課
持続可能な給付制度とするため、障がい者の増加に対応
し、福祉手当の支給額を見直します。

検討 検討
実施

32 要介護高齢者福祉手当の見直し 長寿課
持続可能な給付制度とするため、要介護認定者の増加に
よる将来的な負担の増大を踏まえ、要介護高齢者福祉手
当を見直します。

検討 検討
実施

33 住宅改修扶助費の見直し 長寿課
持続可能な給付制度とするため、要介護認定者の増加に
よる将来的な負担の増大を踏まえ、市独自の住宅改修扶
助費を見直します。

検討

実施

34 遺児手当の見直し 子ども若者支援課
持続可能な給付制度とするため、ひとり親家庭への市遺
児手当の支給額を見直します。

実施

カ　補助金等の見直し 取組効果額　２，８１０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

35 私立幼稚園教育振興事業補助金の廃止 幼児保育課
市内私立幼稚園へ園児数に応じて教材費や研修費を補助
する私立幼稚園教育振興事業補助金を廃止します。

実施

36 下水道事業への負担金の見直し継続 財政課
計画期間中の下水道事業会計への負担金の上限を５億円
とします。

実施

37 知多市中小学校体育連盟負担金の廃止 生涯スポーツ課
中小学校体育連盟が開催する大会の取り止めに伴い、負
担金を廃止します。

実施

38 その他の補助金・負担金の見直し 関係各課
厳しい財政状況を勘案し、補助金・負担金を見直しま
す。

実施

目的、効果、現在の財政状況を勘案し、補助金等の見直しを図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況

市独自の基準で支給している扶助費の見直しを図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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キ　事務事業の見直し 取組効果額　３億８，８９０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

39 広告付きＡＥＤの導入 財政課
市内の公共施設等に設置しているＡＥＤについて、民間
事業者から広告付きＡＥＤの提供を受けることで、費用
の低減を図ります。 実施

40
電気料金の低減に向けた入札等による
調達先選定

財政課
電力の小売自由化を踏まえ、入札により電力の調達先を
決定し、電気料金の低減を図ります。

検討 検討
実施

41
土地家屋現況調査に係る航空写真撮影
の他自治体との共同実施

税務課
土地家屋現況図調査委託のうち、航空写真撮影業務を他
自治体と共同実施することで、委託料の削減を図りま
す。 実施

42 地図情報に係る統合システムの導入
税務課

都市計画課
土木課

これまで税務課、都市計画課、土木課がそれぞれ個別に
運用してきた地図情報システムから、共通のシステムを
導入することで、経費の削減を図ります。 実施

43
防災行政無線（移動系）点検委託の見
直し

防災危機管理課 点検回数を見直し、点検委託料の削減を図ります。
実施

44 ＩＴ技術を活用した業務効率化 企画情報課
ＲＰＡやＡＩなどのＩＴ技術を活用することにより、業
務の効率化を進め、市民サービスの向上と経費の削減を
図ります。 実施

45 行政システムの標準化の推進 企画情報課
住民記録システム、税総合システム、福祉総合システム
を始めとする各種行政システムの更新時に、できる限り
カスタマイズを抑制し、費用を削減します。

検討 検討
実施

46 広報ちた発行回数の削減 秘書広報課
広報の発行を月１回の発行に減らすとともに、編集を市
内部で行うことにより、費用の削減を図ります。

実施

事業内容と必要性を検証し、長年固定化したサービス水準や資源配分の適正化を図るとともに、事務を効果的・効率的に執行するため、事務事
業の見直しを図ります。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

47
老人福祉センター送迎バス運行委託の
廃止

長寿課
老人福祉センターの教室参加のため運行している送迎バ
スについて、利用実態等を勘案し、廃止します。

実施

48 敬老祝金の見直し 長寿課
持続可能な事業とするため、高齢化の進行に対応し、令
和３年度から支給内容及び対象者を見直します。

実施

49 ピロリ菌検診事業の廃止 健康推進課
検診事業の実績を踏まえ、市単独で実施しているピロリ
菌検診事業を廃止します。

実施

50 環境測定委託料の削減 環境政策課
環境測定の回数、測定方法を見直すことにより、委託料
を削減します。

実施

51
市指定ごみ袋へのごみ処理手数料納付
済証の封入廃止

ごみ対策課
市指定ごみ袋に封入している納付済証の通知方式を見直
します。

実施

52 ビーチライフin新舞子の廃止 商工振興課
海水浴シーズン以外での観光客の誘客を図ることを目的
として開催している「ビーチライフin新舞子」を令和３
年度から廃止します。 実施

53 地区要望事業の縮小 土木課
計画期間中の地区要望事業の事業費を減額するととも
に、地区要望事業として実施している市道側溝事業を休
止します。 実施

54 橋梁の直営による点検 土木課
小規模橋梁のうち、橋長５m未満を直営で点検すること
で、点検費の低減を図ります。

実施

55 下水汚泥の広域処理 下水道課
常滑市、東海市及び知多市の下水汚泥を、衣浦西部浄化
センターで広域処理することにより、処理コストの削減
を図ります。 実施

56 県営水道との契約水量の見直し 水道課
県営水道に支払っている受水費について、水需要の実績
や将来の動向を踏まえ、実情に沿った契約水量に見直す
ことで、経費の削減を図ります。 実施

57 消防用ホースの保有数削減 庶務課
消防用ホースの更新計画を見直し、更新本数を減らすこ
とにより購入費用の削減を図ります。

実施

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

58 小学校課外クラブ活動の廃止 学校教育課
学習指導の充実、教員の負担軽減のため、令和３年度か
ら小学校の課外クラブ活動を廃止します。 実施

59
魅力ある学校づくり推進事業委託料の
削減

学校教育課
厳しい財政状況を勘案し、緊急的な対応として、各小中
学校への魅力ある学校づくり推進事業委託料を削減しま
す。 実施

60 学校配分予算の縮小 学校教育課
厳しい財政状況を勘案し、緊急的な対応として、学級
数、児童生徒数等により、学校へ予算配分していた、消
耗品費、備品購入費、植栽管理委託費等を削減します。 実施

61 先進地視察研修の見直し 関係各課
視察研修による効果等を勘案し、参加人数や視察研修の
行先、宿泊を伴わない研修など、実施方法を見直しま
す。 実施

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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ク　市組織体制の見直し及び人件費の抑制 取組効果額　４億４，３９０万円

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

62 組織体制の見直し 企画情報課
政策間連携の推進やマネジメント機能の強化、組織のス
リム化を図るため、組織改編を実施します。 実施

63 期末勤勉手当の減額 職員課
厳しい財政状況を勘案し、緊急的な対応として時限的に
期末勤勉手当を10％引き下げ、職員給与の削減を図りま
す。 実施

64 管理職手当の減額 職員課
厳しい財政状況を勘案し、緊急的な対応として時限的に
管理職手当を10％引き下げ、職員給与の削減を図りま
す。 実施

65 定員管理の適正化 職員課
職員の定員の適正化を図ることにより、人件費を削減し
ます。 実施

66
業務内容見直しによる会計年度任用職
員人数の削減

ごみ対策課
ごみ対策課のリサイクルプラザへの移転・統合に合わ
せ、会計年度任用職員の配置を見直します。

実施

政策間連携の推進を図るとともに、職員の世代交代を見据えてマネジメント機能を強化するため、組織改編を実施します。また、人件費の抑制
を図るため、定員の適正化を図るとともに、緊急的な対応として職員手当を減額します。

No 個別取組事項 関係課 取組内容
年度別取組状況
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